
１．基本事項

事務事業名

課　名 №

総務課 6

款・項・目 事業（小） 36

02.01.01 00

□単年度 （ 年度 ）

２．計画（Ｐｌａｎ）

単位

① 回

② 回

③ 回

① 件

② ％

③ 回

３．実行　（Ｄｏ）

令和６年度

国庫支出金

一般財源

その他特定財源

地 方 債

県支出金

103.68%

財　源

内　訳

0

0

0

0

0

0

29,182

(c) コストの対前年比

担 当 名

指標名称

①市職員のワークライフバランスを確保することができるほか、当直員のノウハウの蓄積により迅速な対応ができることが
成果として挙げられる。
②無料法律相談は、複雑かつ高度な法的なトラブルを抱える方に対して、その解決の糸口を見出す機会となっていること
が成果として挙げられる。

問合せ件数

令和7年度事業

当直引継先不明の問合せ

無料法律相談利用者数（広域、市民）

11

評価年度249

1

計　画

95

①シルバー人材センターに委託し、閉庁日において本庁舎及び黒羽庁舎に各2名の当直員を配置する。
②栃木県弁護士会に委託し、毎月第2木曜日に八溝山周辺地域定住自立圏連携協定に基づき本市及び近隣市町の住民
を、第4木曜日に市民を対象とした無料法律相談を実施する。

当直業務説明会の実施 年1回

この事業で誰（何）を対象にしているかを、具体的に記入します。

一般会計

会計名

対
　
象

令和５年度

0

行政活動の結果か
らつくりだすもの

10

基本事業

施策

（２）

指標設定

一般庁費（総務法規）

総合計画シート区分

①休日に戸籍事務取扱準則標準に定める戸籍の届出の受領、電話等での問合せ対応等を行うことで、休日における必要
最低限の行政サービスの確保を図ることを目的とする。
②法的なトラブルを抱える住民に、問題解決の糸口を見出す機会を提供することで市民生活の安定に資することを目的と
する。

　事業費計

活動指標 無料法律相談の実施

内　　　　容

29,182

定員に対する申込割合

年1回

（２）備考

郵便料金計器の使用誤り 月2回

（３）
コスト計算

0

大田原市事務事業評価兼実施計画シート

計画での位置付け

　事業番号

1

令和7年度版

★ ＰＤＣＡサイクルを回して事務事業を改善しよう！

目標値

この事業のためどのような行政活動を行うかを記入し、この行政活動の結果からつくり出すものを活動指標欄（下記）に記入します。

24

係　名

手
　
段

郵便業務説明会の実施

成果指標

おおたわら国造りプラン

政策

　当直業務に関しては、担当課又は当直員からの事務改善の要望等に基づき、マニュアルの見直しを行うなど、
サービスの質の向上を図った。
　無料法律相談業務に関しては、相談定員数と希望者数がほぼ合致し、改善すべき課題等もないため、前年度
と同様に実施した。
　その他総務法規係の業務全般に関しては、出張所の窓口業務の民間委託を進めるなど、効率的な事業推進を
図った。
〇出張所の窓口業務の民間委託
　地方公共団体の特定の事務の郵便局における取扱いに関する法律に基づき、住民の利便性の向上を図るとと
もに、市の行政組織のスリム化、職員の適正配置及び歳出の削減を図ることを目的に、両郷出張所及び須賀川
出張所で行っていた窓口業務を令和6年4月1日から、それぞれ地元の郵便局に委託した。

（１）
事業の実施状況
（前年度比較等）

※新規事業は事業が
必要な理由及び概要

28,147

予算額決算額

優先度 Ａ

予算科目

（１）

計画内容

何のためにこの事業を行うかを記入します。

事業（大）

～

月2回 24

目標値の算出式（又は方法）

成
　
果

政策6　情報化と広域連携を進め、効率的・効果的な行
財政運営のまちづくり総務法規係

目
　
的

□複数年度事業期間

指　標　内　容

評価の対象とする事務事業は、単一の事業ではなく、総務課総務法規係の事業全体を対象としているため、係で所掌する
事務のうち、指標設定が可能な次の2つの業務委託を評価の対象とする。
①市庁舎管理当直業務委託　対象：閉庁日の本庁舎及び黒羽庁舎への来庁者
②無料法律相談業務委託　対象：法的なトラブルを相談したい方

(36)行政の効率的・効果的運営事業（中）

0004

この事業を行うことによって、どのような成果・効果があるか記入し、その最終的な成果を成果指標欄（下記）に記入します。

部　名

経営管理部

事業実施による
最終的な成果・効果

28,147



① 高い・・・ 4

② やや高い・・・ 3

③ やや低い・・・ 2

④ 低い・・・ 1

目標値

a 単位

① 1 回 1 100.00 ％

② 24 回 1 100.00 ％

③ 1 回 1 100.00 ％

目標値

ｃ 単位

① 10 件 2 100.00 ％

② 95 ％ 1 95.80 ％

③ 24 回 2 100.00 ％

改善した

Ａ

６．部内評価会議の結果 ≪最終評価≫・・・行政評価

実 施 日

R06.07.22

妥当性評価

指標全体評価

a

効率性評価

a
a

a

　事業実施上の課題等の欄記載のとおり、住民ニーズを把握し、効果的かつ効率的な業務運営の確保に努めら
れたい。

Ａ

・黒羽庁舎の当直業務の見直し（廃止を含む。）を進める必要性がある。
・無料法律相談に関し、相談者のプライバシーへの配慮の観点から、相談者にアンケートをとっていないものの、相談後に
要望も寄せられていないこと等、現状において課題はないと考えている。ただし、相談者数の急激な増減等があれば、適宜
課題として対応する。
・地方分権の進展や住民ニーズの多様化に対応するため、行政評価システムや行政組織機構の見直し、行政サービスの
民間委託や指定管理者制度の推進により、効率的かつ効果的な行政運営をスピード感をもって図る必要がある。

・黒羽庁舎の当直業務の見直し（廃止を含む。）の検討作業
・行政評価システムの見直し
・指定管理者制度の見直し
・郵便差出業務の見直し

14

指標全体評価

a

ｄ/ｃ

実績値

20

評価表からの
評価

担当課
評価

a郵便料金計器の使用誤り

無料法律相談利用者数（広域、市民）

無料法律相談の実施

上位政策・施策を達成するのに妥当である（あった）か。

資金（税金）投入は妥当である（あった）か。

計画（対象・目的・手段）は妥当である（あった）か。

自治体が実施するのが妥当な事業である（あった）か。

郵便業務説明会の実施

活動指標名
b/a

a

各指標評価

達成率

3

実績値

評価の理由等

　活動指標に掲げた目標値は全て達成し、成果指標に掲げた目標値もおおむね達成した。
　計画の対象とした当直業務及び無料法律相談業務のほか、係全般の業務について、積極的な業
務改善に取り組むことができている。

（１）
事業実施上の

課題等

成果指標名 指標の性質

減少指標

減少指標

ｄ

（２）
今後の取組

（修正・改善等）

５.今後の取組に向けて（Ａct）

最終評価

達成率

前年度から
の改善結果

①定期的なマニュアルの見直しを行ったほか、随時各業務の状況の変化に応じた所要の見直しを
行った。なお、必要書類等の不足は発生しなかった。
②八溝山周辺地域定住自立圏共生ビジョンの計画期間満了に伴い、連携市町に対し、広域無料
法律相談事業に対する意見照会を行った。
③郵便料金計器操作説明会の開催、職員周知等を通じて、郵便差出ミスの軽減を図った。

４．評　価　（Ｃｈｅｃｋ）

当直業務説明会の実施

評　　価　　内　　容

増加指標

指標の性質

1

（１）
妥当性
評　価

（２）
効率性
評　価

合計点数

4

3

4
妥当性

評価点数

a

有効性評価

増加指標 a

増加指標

b

増加指標

今後の取組（修正・改善等）【最終結果】

当直引継先不明の問合せ

1

（４）
担当課
評　価

前年度記載
今後の取組
（修正、改善

等）

①定期的なマニュアルの見直しや、必要書類等の補充確認をする。
②連携市町から負担金を徴して実施するので、実績等を報告するとともに実施方法について意見等を伺う。
③定期的に郵便料金計器の使用方法の指導や説明会を実施する。

5

各指標評価（３）
有効性
評　価

Ａ

91

24



１．基本事項

事務事業名

課　名 №

総務課 6

款・項・目 事業（小） 37

02.01.05 00

■単年度 （ 年度 ）

２．計画（Ｐｌａｎ）

単位

① 件

② 件

③ 件

① 千円

② 千円

③ 千円

３．実行　（Ｄｏ）

令和６年度

国庫支出金

一般財源

その他特定財源

地 方 債

県支出金

11.44%

財　源

内　訳

0

0

0

0

0

0

206,178

(c) コストの対前年比

担 当 名

指標名称

未利用財産の積極的な運用及び処分を図ることにより、歳出削減及び歳入増加に繋がる。

令和7年度事業

貸付収入

使用料収入

01

評価年度229

12

計　画

3,168

申請に基づき財産の使用許可及び貸付けを行うとともに、公売、払下げ等により未利用財産の処分を行う。

普通財産貸付件数

 この事業で誰（何）を対象にしているかを、具体的に記入します。

一般会計

会計名

対
　
象

令和５年度

0

行政活動の結果か
らつくりだすもの

15,859

基本事業

施策

（２）

指標設定

市有財産管理事務

総合計画シート区分

財産の貸付け及び処分により収入を確保するとともに、維持管理経費の削減を図ることを目的とする。

　事業費計

活動指標 行政財産目的外使用件数

内　　　　容

206,178

（２）備考

公有財産処分収入

（３）
コスト計算

0

大田原市事務事業評価兼実施計画シート

計画での位置付け

　事業番号

27

令和7年度版

★ ＰＤＣＡサイクルを回して事務事業を改善しよう！

目標値

 この事業のためどのような行政活動を行うかを記入し、この行政活動の結果からつくり出すものを活動指標欄（下記）に記入します。

15,000

係　名

手
　
段

公有財産処分件数

成果指標

おおたわら国造りプラン

政策

　令和元年1月からの本庁舎の供用開始に伴い、点在していた部署を本庁舎に集約化したことにより、庁舎管理
及び清掃業務を総合管理業務としているほか、警備や就業管理システムなどを一括管理し、効率的な庁舎の維
持管理の取組を進めている。また、本庁舎で使用する電気についても入札（単価契約）することにより、歳出抑制
が図られている
　財産利活用及び財産処分については、未利用財産の貸付け、公用車及び未利用土地の公売処分に積極的に
取り組んだ結果、目標値を超える結果となった。
土地貸付　　　　47件　15,248,156円(48,601.48㎡)
庁舎敷地使用料　12件　 3,117,334円(3,100.93㎡)
不動産売払処分　 1件   1,300,000円(159.34㎡)
土地払下げ処分　 5件　18,977,210円(1,136.52㎡）
動産公売処分　　14件　 6,191,602円(車両)

（１）
事業の実施状況
（前年度比較等）

※新規事業は事業が
必要な理由及び概要

1,801,902

予算額決算額

優先度 Ａ

予算科目

（１）

計画内容

 何のためにこの事業を行うかを記入します。

事業（大）

～

8

目標値の算出式（又は方法）

成
　
果

政策6　情報化と広域連携を進め、効率的・効果的な行
財政運営のまちづくり管財係

目
　
的

□複数年度事業期間

指　標　内　容

行政財産の目的を妨げない範囲での目的外使用許可並びに未利用普通財産の貸付け及び処分

(37)財政の健全運営事業（中）

0012

 この事業を行うことによって、どのような成果・効果があるか記入し、その最終的な成果を成果指標欄（下記）に記入します。

部　名

経営管理部

事業実施による
最終的な成果・効果

1,801,902



① 高い・・・ 4

② やや高い・・・ 3

③ やや低い・・・ 2

④ 低い・・・ 1

目標値

a 単位

① 27 件 1 174.10 ％

② 8 件 1 150.00 ％

③ 12 件 1 50.00 ％

目標値

ｃ 単位

① 15,859 千円 1 96.10 ％

② 3,168 千円 1 98.40 ％

③ 15,000 千円 1 135.20 ％

改善した

Ａ

６．部内評価会議の結果 ≪最終評価≫・・・行政評価

実 施 日

R06.07.22

妥当性評価

指標全体評価

a

効率性評価

d
d

a

　公有財産の処分件数が少なかいので評価が下がっているが、全体的に収入等の実績値が上回っているので、
Ａ評価となった。
　市有地公売物件については、購入者が求める条件やニーズ等を研究し、媒介制度も活用しながら財産収入の
確保を図る。また、公有財産台帳を有効利用し、公共施設等の全体状況の把握と利用状況について数値的に検
証し、公有財産の多面的な利用も視野に入れながら適正な管理に努める。

Ｃ

　市有地公売物件については、面積や立地条件が良い区画は比較的売れやすいが、面積が広大であったり土地の形状が
不整形であったりする場合は、公売による処分が伸び悩んでいる。
　また、公共施設個別施設計画の適正な運用により、総務課に引き継がれる財産（不動産）が増加するほか、総務課が把
握できていない未利用財産について全庁的に調査を行い、それらの貸付け、処分等に積極的に取り組まなければならな
い。

　市有地公売物件については、購入者が求める条件、ニーズ等を把握し、広大地は分割するなど積極的な売払いを進め、
媒介制度も活用しながら財産収入の確保を図る。また、公有財産台帳を有効利用し、公共施設等の全体状況の把握と利
用状況について数値的に検証し、公有財産の多面的な利用も視野に入れながら、適正な管理に努める。

16

指標全体評価

a

ｄ/ｃ

実績値

20,277

評価表からの
評価

担当課
評価

a公有財産処分収入

使用料収入

行政財産目的外使用件数

上位政策・施策を達成するのに妥当である（あった）か。

資金（税金）投入は妥当である（あった）か。

計画（対象・目的・手段）は妥当である（あった）か。

自治体が実施するのが妥当な事業である（あった）か。

公有財産処分件数

活動指標名
b/a

a

各指標評価

達成率

4

実績値

評価の理由等

　利用見込みのない普通財産（土地）の候補地選定を行い、有償貸付けによる収入の増加及び維
持管理費の削減を図った。また、公売する土地について物件情報を市HP、SNS、新聞広告に掲載
するなど幅広いPRを行ったことにより売却に結び付いた。また、各施設に入居していた各種団体を
Ｂ別館に集約することにより、効率的な管理ができ維持管理費の削減を図ることができた。

（１）
事業実施上の

課題等

成果指標名 指標の性質

増加指標

増加指標

ｄ

（２）
今後の取組

（修正・改善等）

５.今後の取組に向けて（Ａct）

最終評価

達成率

前年度から
の改善結果

　公有財産の利活用について、市内各施設に分散して利用していた団体を一施設に集約を行い、
適正且つ効率的な管理を行うことができた。

４．評　価　（Ｃｈｅｃｋ）

普通財産貸付件数

評　　価　　内　　容

増加指標

指標の性質

6

（１）
妥当性
評　価

（２）
効率性
評　価

合計点数

4

4

4
妥当性

評価点数

a

有効性評価

増加指標 a

増加指標

b

増加指標

今後の取組（修正・改善等）【最終結果】

貸付収入

47

（４）
担当課
評　価

前年度記載
今後の取組
（修正、改善

等）

　市有地公売物件については、購入者が求める条件、ニーズ等を研究し、広大地は分割するなど積極的な売払
いを進め、媒介制度も活用しながら財産収入の確保を図る。また、公有財産台帳を有効利用し、公共施設等の
全体状況の把握と利用状況について数値的に検証し、公有財産の多面的な利用も視野に入れながら、適正な管
理に努める。

15,248

各指標評価（３）
有効性
評　価

Ａ

3,117

12


